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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 26,556 △6.5 302 ― 215 ― 157 ―
21年3月期 28,392 △21.9 △393 ― △555 ― △1,668 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 5.59 4.67 2.2 0.7 1.1
21年3月期 △59.03 ― △20.6 △1.7 △1.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 29,307 7,306 24.9 230.24
21年3月期 31,035 7,149 23.0 224.65

（参考） 自己資本   22年3月期  7,306百万円 21年3月期  7,149百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 2,040 △895 △3,299 2,435
21年3月期 120 △417 3,105 4,590

2.  配当の状況 

（注）１．上記「配当の状況」は普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利の異なる種類株式（非上場）の配当の状況については、 
    ３ページ「種類株式の配当の状況」をご覧ください。 
   ２．２３年３月期（予想）につきましては、期末配当金として１株当たり２円の記念配当を実施する予定としております。更にこれに加え普通配当に 
    つきましても実施する予定としておりますが、その具体的な配当額につきましては未定とさせていただいております。詳細は８ページ「利益配分に 
    関する基本方針及び当期・次期の配当」をご覧ください。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 2.00 2.00 23.8

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

14,500 19.6 160 ― 50 ― 0 ― 0.00

通期 30,000 13.0 660 117.9 400 85.6 250 58.4 8.41
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は２３ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、３２ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 28,300,000株 21年3月期 28,300,000株
② 期末自己株式数 22年3月期  39,148株 21年3月期  34,747株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 20,724 △5.5 424 ― 336 ― 252 ―
21年3月期 21,923 △27.2 △96 ― △43 ― △1,090 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 8.93 7.47
21年3月期 △38.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 28,274 7,512 26.6 237.52
21年3月期 29,769 7,260 24.4 228.58

（参考） 自己資本 22年3月期  7,512百万円 21年3月期  7,260百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

（注） 個別業績予想につきましては、通期のみ開示させていただいております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因によって大きく異なる可能性があります。 
 ２３年３月期の普通株式に係る配当予想につきましては、１ページ「配当の状況」に記載のとおりであり、期末の普通配当につきましては決定次第お知ら 
せいたします。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 23,000 11.0 220 △48.1 70 △79.2 0 ― △0.44
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種類株式の配当の状況 

  普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。 

 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合 計 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭

第１種優先株式 
 

21 年 3 月期 

22 年 3 月期 

 

－ 

－ 

0.00

0.00

－

－

 

0.00 

0.00 

0.00

0.00

23 年 3 月期（予想） － 0.00 － 15.492 15.492
 

 

 (参考) 第１種優先株式配当金の額は、以下の算式に従い算出される金額であります。 

ただし、計算の結果、第１種優先株式配当金の額が２０円を超える場合は２０円となります。 

 

    第１種優先株式配当金 ＝ １，０００円 × （日本円ＴＩＢＯＲ ＋ １．０％） 
 

     ※ 日本円ＴＩＢＯＲ ････ 毎年４月１日現在における日本円のトーキョー・インター・バンク・ 

                              オファード・レート（６ヶ月物）として全国銀行協会によって公表 

                              される数値 
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１．経  営  成  績  

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

当期におけるわが国経済は、日本政府の経済対策の効果による個人消費の 

持ち直しやアジア向け輸出の増加、それらによる企業収益悪化の下げ止まり 

など一時の低迷期を脱しつつあるものの、民間設備投資が低調に推移し、さら

に需要の低迷等によりデフレ傾向となるなど依然として厳しい状況で推移し

ました。世界経済、特にアジア地域につきましては、中国政府の経済対策に  

より同国の内需が拡大し、その他のアジア地域においても中国向け輸出が増加

するなど総じて回復傾向で推移しました。 

当社グループの関連するエレクトロニクス業界におきましては、エコポイン

ト等の効果により薄型テレビが好調に推移するとともに海外市場における 

需要回復により電子部品の輸出が増加するなど持ち直しの動きはあるものの、

全体としては民間設備投資の抑制、価格競争の激化に伴う単価の下落等の影響

により厳しい状況となりました。 

このような状況の中で当社グループは、売上高確保を目指し、海外市場への

展開強化及び国内外の新規販売チャネルの開拓、新製品の発売と新アプリケー

ションによる新市場開拓に努めました。また、経済環境が好転しなくとも利益

の出せる体制を目指し、人件費を含む諸経費の削減や原価率の低減に努めまし

た。  

この結果、連結業績は、売上高が第３四半期以降製造・検査機器のアジア  

向け輸出の回復による増加があったものの、第２四半期までの内需の不振等に

よる減少を補えず２６５億５６百万円（前期比６．５％減）にとどまりました

が、損益は費用削減に努めた結果、営業利益が前期比６億９６百万円改善の 

３億２百万円、経常利益が前期比７億７０百万円改善の２億１５百万円となり、 

当期純利益は前期に計上した事業構造改善費用がありませんでしたので、前期

比１８億２６百万円改善の１億５７百万円となりました。 

部門別の状況は、次のとおりです。 

情報システム部門 

情報システム製品については、受注、売上とも表示・音響関連装置が好調に

推移したことから増加しました。 

この部門の当期の受注高は１６０億３８百万円（前期比４.３％増）、売上

高は１３０億８２百万円（前期比３.４％増）であります。 
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電 子 機 器 部 門 

電子機器製品については、教育現場で好評な短焦点レンズを搭載した文教 

市場向けプロジェクタが順調に推移し、電子部品製造用接合装置が海外、特に

中国における景気回復の影響を受け第３四半期以降受注、売上とも好調に推移

しましたが、第２四半期までの景気後退に伴う投資抑制等の影響や競争の激化

に伴う単価の下落などにより、前期と比較し、全体としては受注はおおむね 

横ばいであったものの、売上は減少しました。 

この部門の当期の受注高は８０億９７百万円（前期比０.２％増）、売上高

は７８億３３百万円（前期比１８.２％減）であります。 

赤外線・計測機器部門 

赤外線・計測機器製品については、赤外線サーモグラフィ装置が新型インフ

ルエンザの発生による需要増及び新製品 Thermo GEAR (サーモギア) Ｇ１００

シリーズ（異常温度を検出すると振動で異常を知らせるなどの機能を盛り込ん

だ赤外線サーモグラフィ装置）発売による寄与がありましたが、全体としては

景気低迷による設備投資の抑制に加え需要が低価格帯にシフトしたことから、

前期と比較すると受注はおおむね横ばいであったものの、売上は減少しました。 

この部門の当期の受注高は５７億６１百万円（前期比０.４％増）、売上高

は５６億４０百万円（前期比８.４％減）であります。 

 

（注）部門別の状況につきましては、従来、「情報システム部門」、「電子装置

部門」、「製造装置部門」に区分しておりましたが、当期より、「情報シス

テム部門」、「電子機器部門」、「赤外線・計測機器部門」に区分を変更し

ております。なお、本資料においては、前期の受注高及び売上高を変更後の

区分に組み替えて前期比較しております。また、変更後の区分に属する主要

製品は１３ページをご参照願います。 

日本アビオニクス㈱(6946)　平成22年3月期決算短信

5



 

 

② 次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、輸出の増加に下支えされた生産の回復や日本

政府の経済対策の効果により、景気は回復していくものと思われますが、世界

経済の先行きが不透明であること、また企業収益や民間設備投資がなお厳しい

状況にあることなどを踏まえると予断を許さない状況であると思われます。 
このような状況の中、当社グループとしては、新製品の発売や新アプリケー

ションによる国内外の新市場の開拓、既存市場の深耕により、売上の拡大を 

目指してまいります。 
なお、現時点での次期の業績見通しは以下のとおりであります。 

 連結業績見通し 前 期 比 

売 上 高 ３００億円  ＋１３.０％ 

営業利益 ６億６０百万円  ＋１１７.９％ 

経常利益 ４億円  ＋８５.６％ 

当期純利益 ２億５０百万円  ＋５８.４％ 
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（２）「財政状態」に関する分析 

① 連結キャッシュ・フローの状況 

  当期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は前期末に比
べ２１億５４百万円減少し、２４億３５百万円となりました。 
当期における各キャッシュ・フローの状況及びそれらの要因は次のとおりであ

ります。 
   

営業活動によるキャッシュ・フロー 
  営業活動の結果得られた資金は、２０億４０百万円となりました。これは主に
売上債権が増加したものの、税金等調整前当期純利益の計上及び仕入債務が増加

したことによるものであります。 
  前期比では、売上債権は増加したものの、税金等調整前当期純利益の計上及び
仕入債務の増加等により１９億１９百万円増加しております。 
   

投資活動によるキャッシュ・フロー 
  投資活動の結果使用した資金は、８億９５百万円となりました。これは主に 
有形固定資産取得及び事業譲受による支出によるものであります。 
  前期比では、事業譲受による支出等により４億７８百万円支出が増加しており
ます。 
   

財務活動によるキャッシュ・フロー 
  財務活動の結果使用した資金は、３２億９９百万円となりました。これは主に
短期借入金及び長期借入金の返済を実施したことによるものであります。 
  前期比では、短期借入金及び長期借入金の返済を実施したこと等により６４億
４百万円支出が増加しております。 
  なお、当期末における借入金残高は、前期末に比べ３２億９７百万円減少し、
９９億５８百万円となりました。 
 

② 連結キャッシュ・フロー関連指標の推移 
   

 平成 18年
3月期 

平成 19年
3月期 

平成 20年
3月期 

平成 21年
3月期 

平成 22年
3月期 

自 己 資 本 比 率  ( % )  35.4 28.5 27.2 23.0 24.9 

時価ベースの自己資本比率 (%) 48.5 35.5 17.6 12.3 15.3 

ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ ﾌ ﾛ ｰ対  
有 利 子 負 債 比 率 (年 )   2.9  5.0  2.5 109.7  4.9 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 11.0  9.1 19.5   0.7  9.7 
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（注）１．各指標の算式は以下のとおりであります。 
自己資本比率            ： 自己資本（期末） ／ 総資産（期末） 
時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率  ： 株式時価総額 ／  総資産（期末） 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率： 有利子負債 ／ 営業キャッシュ・フロー 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ      ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利払い 

２．株式時価総額は、期末株価終値 × 期末発行済普通株式総数（自己株式控除後） 
により算出しております。 

３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい 
るすべての負債を対象としております。営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・ 
フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。利払い 
は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要事項と認識しており、  

企業体質の強化をはかりながら、各期の業績等を総合的に勘案して、安定的  

かつ適正な配当を継続していくことを方針としております。 
当期の期末配当につきましては、当期純利益を計上いたしましたものの、今後

の景気回復の先行きがなお不透明であり、財務体質の改善と将来の事業展開に備え

た内部留保の充実などを総合的に勘案して、誠に遺憾ながら平成２２年２月２６日

の公表のとおり、普通株式配当金及び第１種優先株式配当金とも無配とさせて 

いただきます。 

次期の配当につきましては、次のとおり予定しております。 

当社は平成２２年４月８日をもちまして創立５０周年を迎えることができま

した。これもひとえに、株主の皆様をはじめ関係各位の温かいご支援の賜物と  

心より感謝申しあげます。 
つきましては、株主の皆様に感謝の意を表し、平成２３年３月期の期末配当

金として１株当たり２円の記念配当を実施する予定としております。更にこれ

に加え、普通配当につきましても実施する予定としておりますが、経営環境の

先行きに依然として不透明感があることから、その具体的な配当額につきまし

ては今後の業績等を総合的に勘案した上で決定させていただきたいと存じます。 
なお、第１種優先株式配当金につきましては、上記のとおり普通株式の配当

を実施することとしておりますので、３ページ「種類株式の配当の状況」に記載

のとおり、所定の金額を実施する予定としております。 
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（４）事業等のリスク 
当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な

影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 
 なお、文中においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項

は当期末現在において判断したものであります。また、以下の記載事項は、  

当社グループの事業等に関するリスクすべてを網羅するものではないことを 

ご留意ください。 
 

① 官公庁の需要動向等による影響について 
当社グループの主要製品のうち、情報システム製品については、防衛・  

宇宙等の官公庁向けであるため、官公庁の需要動向に影響されます。特に  

中期防衛力整備計画の規模及び内容は、当社の防衛関連製品に中期的に影響

を及ぼす可能性があります。官公庁の需要動向等に想定を超える変化が生じ

た場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

② 価格競争について 
当社グループが事業を展開するエレクトロニクス業界において競争が激化

しており、特に民需製品は激しい価格競争にさらされております。当社   

グループではコストダウンを進めるとともに、高付加価値新製品の継続的な

投入により市場競争力の維持・向上に努めておりますが、価格競争のさらな

る激化や長期化が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 
 

③ 技術革新への対応について 
エレクトロニクス業界においては、技術の急速な進歩とそれに伴いユー 

ザーのニーズやウォンツも急速に変化しております。当社グループではユー

ザーのニーズやウォンツに対応し、競争力を維持・向上して事業を成長して

いくために意欲的な新製品開発を継続して実施しております。しかしながら、

当社グループの努力を上回る速度での技術革新、ユーザーのニーズやウォン

ツの変化が生じた場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 
 

④ 品質管理等について 
当社グループは、厳格な品質管理の下に製品を製造しておりますが、製品に

欠陥が生じないという保証は無く、欠陥の発生によりリコールの対象となる 

可能性や製造物責任を負う可能性は否定できません。製造物責任については 

ＰＬ保険に加入しているものの、状況によっては当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 
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⑤ たな卸資産等の処分について 
当社グループにおいては、生産革新運動によるリードタイムの短縮等に 

努めております。しかしながら、情報システム製品については長期にわたる

製品ライフサイクルによる保守部品等の在庫、民需製品については需要動向

の急激な変化等による在庫が発生することが想定されます。その場合には、

たな卸資産等の評価損や処分により当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 
 

⑥ 日本電気株式会社との関係 
日本電気株式会社は当社の親会社でありますとともに、売上高の２３%を 

占める主要取引先であります。当社グループは、日本電気グループの一員と

して情報システム製品においては独自の技術力により防衛関連製品に関して

連携をとっております。一方、民需製品においては独自の事業展開を行って

おります。当社グループでは、独自の事業展開をさらに積極的に推進する  

ことに努めておりますが、日本電気株式会社の事業展開方針の変更によって

は業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 
⑦ 知的財産権について 

当社グループは、他社と差別化できる技術とノウハウの蓄積に努めており、

自社が保有する技術等については特許権等の取得による保護をはかるほか、

他社の知的財産権に対する侵害がないようリスク管理に取り組んでおります。

しかしながら、当社グループの知的財産権を無視した類似製品の出現、当社

グループの認識していない知的財産権の存在あるいは成立によって当該第三

者より損害賠償等の訴訟を起こされる可能性もあります。これらの結果、  

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑧ 法的規制に係るもの 
当社グループは、事業を展開する国内及び事業に関連する国や地域におい

て、予想外の規制の変更、法令適用や政府の運用の不確実性及び法的責任  

が不透明であることに関連する多様なリスクにさらされております。当社 

グループが事業を展開する国内及び事業に関連する国や地域における政府の

経済、租税、労働、国防、財政支出等に関する政策を含めた規制環境の重要

な変更は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑨ 環境問題について 
当社グループにおいては、環境方針を定めてグループ全体での環境保全 

活動を推進しております。特に、一部に環境負荷の高い事業もあることから、

生産拠点を中心に様々な環境規制に従って厳格な管理を実施しております。

しかしながら、今後より一層の環境規制の強化が実施された場合、規制に  

対する対応等により生産及び財務状況に影響を及ぼす場合があります。 
 

⑩ 自然災害等の影響について 
当社グループの国内４ヶ所の生産拠点のうち２拠点が、大規模な地震の発

生が将来予測される地域にあります。経営データの他地域へのバックアップ

等の対策に努めておりますが、地震その他の自然災害により生産拠点が深刻

な損害を被った場合、操業の中断、生産・出荷の遅延等の発生、さらに復旧

のための費用支出等により、当社グループの業績及び財務状況に重大な影響

を及ぼす可能性があります。 
 

⑪ 情報管理について 
当社グループは、事業遂行の過程で入手する多数の個人情報や機密情報の

流出防止には細心の注意を払って管理しておりますが、予期せぬ事態により

情報の流出・漏洩が発生した場合には、社会的信用の低下や、その対応に  

要する多額の費用負担が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
 

⑫ 繰延税金資産について 
当社グループが現在計上している繰延税金資産は、繰越欠損金及び将来 

減算一時差異に関するもので、すべて将来の課税所得を減額する効果を持つ

ものです。市況の後退や経営成績の悪化などの事象により、当社グループが

現在計上している繰延税金資産の全額又は一部について回収可能性が低いと

判断した場合、繰延税金資産の取崩しにより、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 
 

⑬ 固定資産の減損について 
当社グループの所有する有形固定資産等の長期性資産について、今後の 

事業の収益性や市況の動向によっては、減損会計の適用に伴う損失処理が 

発生し、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑭ 資金の調達について 
当社が締結している借入金契約の一部には、財務上の特約が付されている

ものもあり、抵触した場合には、当社グループの財務状況に重大な影響を  

及ぼす可能性があります。 
 

⑮ 退職給付債務について 
当社グループは、年金資産の市場価値や運用利回りの変動、将来の予想  

退職給付債務の計算の根拠となる数理計算上の前提の変更、また将来の年金

制度や会計基準の変更があった場合、当社グループの業績及び財務状況に 

影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況 
 

  当社及び当社の関係会社は、当社、親会社（日本電気株式会社）及び当社子会社４社   

（山梨アビオニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社、日本アビオニクス販売株式  

会社及びＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式会社）により構成され、情報システム

製品、電子機器製品、赤外線・計測機器製品の製造、販売を主な事業内容としております。

子会社である山梨アビオニクス株式会社及び福島アビオニクス株式会社は、当社グループ

が製造、販売する上記製品の一部を製造分担しております。日本アビオニクス販売株式  

会社は、上記製品の一部の販売を行っており、ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式

会社は、赤外線機器、工業計測機器の製造、販売を行っております。 

    製品別の当社グループの位置づけは、次のとおりであります。 

 

製 品 区 分 製 品 内 容 主 要 な 会 社 

情報システム製品 

  誘導・搭載関連装置、 
  表示・音響関連装置、 
  指揮・統制関連装置、 
  ハイブリッドＩＣ 

当  社、 
山梨アビオニクス㈱、 
福島アビオニクス㈱      （計３社） 

電 子 機 器 製 品 

  映像機器、 
  情報端末機器、 
 製造・検査機器、 
プリント配線板 

当  社、 
山梨アビオニクス㈱、 
福島アビオニクス㈱、 
日本アビオニクス販売㈱  （計４社） 

赤 外 線 ・ 計 測 
機 器 製 品 

  赤外線機器、 
  工業計測機器 

福島アビオニクス㈱、 
日本アビオニクス販売㈱、 
ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー㈱ 

      （計３社）

 

 なお、当社の親会社である日本電気株式会社及びその一部の子会社に対しては、当社  

製品の販売とともに、当社が使用する一部の部品を購入しております。 

   以上について図示すると次のとおりであります。 

 

 
得         意         先 

 
 

 

 

 

 

 

 

                                                                       

 

 

 

 

 

 

 親会社 日本電気㈱ 及び 同社子会社

製品 

製品 
部品

製品 製品 

 日本アビオニクス㈱ 
 

（製造、販
 

売） 連結子会社 

日本アビオニクス販売㈱

（電子機器製品等の販売）

 
 連結子会社 

山梨アビオニクス㈱ 

（プリント配線板の製造） 

 連結子会社 
福島アビオニクス㈱ 

（ハイブリッドＩＣ、電子

機器製品及び赤外線・  

計測機器製品の製造） 

部品 部品・製品 

生産子会社 

製品 
連結子会社 

ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線

テクノロジー㈱ 

部品 

（赤外線・計測機器製品の 
製品製造、販売） 

製品
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３．経  営  方  針  

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、独自のエレクトロニクス技術とシステム技術により、お客様の

ために新しい価値を創造し、安全で豊かな社会（人と地球にやさしい情報社会）の

実現に貢献することを経営の基本理念としております。 

この理念を実現するため、グループ企業行動憲章並びにグループ行動規範を制定

して、企業倫理、コンプライアンスの徹底に努め、また、収益力を高めることによ

り、事業の継続的発展と顧客・株主・従業員・社会などステークホルダーへの還元

をはかってまいります。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、前中期経営計画（２００８年度～２０１０年度までの３年間）

が、米国発の金融危機に端を発した世界的な経済情勢の悪化により、初年度である

２００８年度の業績が計画値に対して大幅な未達となり、２年目にあたる前期の 

２００９年度におきましても、急激な事業環境の回復が見込めないことから、２０

１０年度の連結財務ターゲットの達成を断念いたしました。 

しかしながら、昨今では、景気は自律性は弱いものの、回復に着実な持ち直しの

動きが広がりつつあることから、２０１０年度を初年度とする２０１２年度までの

３年間の中期経営計画を新たに策定いたしました。 
 

 
2009年度 
（実績） 

2010年度 
（予想） 

 
2012年度 
（計画） 

26,556 30,000  45,000 
50.7％ 53.3％  70.0％ 

売上高（百万円） 

民需比率 

CAGR（2009～2012） － －  20.0％ 

営業利益（百万円） 302 660  2,700 
営業利益率 1.1％ 2.2％  6.0％ 

 

本中期経営計画が目指す中期的方向性（戦略）は、前中期経営計画から変わる  

ことなく“市場創造型企業への転換”であります。 

すなわち、 

① 永年にわたる信頼と実績のある防衛・宇宙事業を基盤事業として堅持する。 

② ニッチでも高いシェアと技術力を有する赤外線機器と接合機器を戦略成長 

事業として位置付けて飛躍的な成長をはかる。 
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③ 特長ある高多層プリント配線板とプロジェクタの持続的な成長をはかる。 
 
本中期経営計画では、特に成長性と収益性を重視して、２０１２年度の連結財務

ターゲット（年平均成長率２０％で売上高４５０億円、売上高営業利益率６％）を

目標に、“市場創造型企業への転換”を目指してまいります。 

 

（３）会社の対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、輸出の増加に下支えされた生産の回復や日本政府

の経済対策の効果により、景気は回復していくものと思われますが、世界経済の 

先行きが不透明であること、また企業収益や民間設備投資がなお厳しい状況にある

ことなどを踏まえるとなお予断を許さない状況であると思われます。 

このような状況の中で、当社グループにおける課題は、安定的な収益を確保でき

る経営基盤の強化、市場創造型企業への転換、それによる成長戦略の達成でありま

す。 

① 経営基盤の強化 

安定的な収益を確保できる経営基盤の強化につきましては、３つの改革

（業務プロセス改革、ものづくり改革、開発･技術改革）を強力に推進し、

費用構造の徹底的な見直しをはかってまいります。 

② 市場創造型企業への転換 

当社が目指す「市場創造型企業」への転換につきましては、新市場開拓や

新アプリケーション開発のためのマーケティング力を強化し、既存市場に 

加え太陽電池製造等の成長市場へ競争力のある顧客ニーズに基づく製品の

投入をはかり、新しい市場を創造してまいります。 

③ 成長戦略 

・ 情報システム部門は、当社グループの基盤事業として位置付け、当社  

グループ独自技術の提供により既存市場は堅持しつつ、今後成長が望め

る航空宇宙市場への参入を目指してまいります。 

・ 電子機器部門のうち、製造・検査機器は、当社グループが得意とする  

精密接合技術をベースに従来の電子部品市場等に加え太陽電池、２次 

電池製造、ＭＥＭＳ等の成長市場での拡大を目指し新製品を投入すると

ともに海外市場、特に中国、インド市場の開拓を推進してまいります。 

・ 赤外線・計測機器部門は、製品ラインナップの拡充、アライアンスに  

よる新市場の創造及び既存市場の深耕、マーケティング力や海外販売 

チャネルの強化等により、売上高の拡大を目指してまいります。 
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また、コンプライアンスの推進、コーポレート・ガバナンスや環境配慮等の

ＣＳＲをさらに強化し、成長戦略を推進して、一層の企業価値の向上をはかっ

てまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,590 2,435

受取手形及び売掛金 7,457 8,393

たな卸資産 7,694 7,378

繰延税金資産 389 522

その他 371 554

貸倒引当金 △4 △1

流動資産合計 20,498 19,283

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,127 1,959

機械装置及び運搬具（純額） 495 392

工具、器具及び備品（純額） 506 484

土地 4,847 4,847

建設仮勘定 24 49

有形固定資産合計 8,000 7,734

無形固定資産 312 402

投資その他の資産   

投資有価証券 13 13

前払年金費用 1,521 1,301

繰延税金資産 483 394

その他 277 237

貸倒引当金 △71 △59

投資その他の資産合計 2,223 1,887

固定資産合計 10,536 10,023

資産合計 31,035 29,307
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,206 4,450

短期借入金 6,547 4,922

未払法人税等 49 121

賞与引当金 272 584

製品保証引当金 237 182

その他 2,055 1,446

流動負債合計 12,367 11,706

固定負債   

長期借入金 6,708 5,036

再評価に係る繰延税金負債 1,321 1,321

退職給付引当金 3,475 3,927

その他 12 9

固定負債合計 11,518 10,294

負債合計 23,885 22,000

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,145 5,145

利益剰余金 205 362

自己株式 △10 △11

株主資本合計 5,339 5,496

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 1,809 1,809

評価・換算差額等合計 1,809 1,809

純資産合計 7,149 7,306

負債純資産合計 31,035 29,307
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 28,392 26,556

売上原価 21,624 19,748

売上総利益 6,768 6,808

販売費及び一般管理費 7,162 6,505

営業利益又は営業損失（△） △393 302

営業外収益   

受取利息及び配当金 3 1

助成金収入 － 91

貸倒引当金戻入額 27 －

その他 73 69

営業外収益合計 103 162

営業外費用   

支払利息 188 209

その他 76 40

営業外費用合計 265 249

経常利益又は経常損失（△） △555 215

特別利益   

受取和解金 － 62

特別利益合計 － 62

特別損失   

たな卸資産評価損 259 －

固定資産除却損 21 7

事務所移転費用 － 70

事業構造改善費用 561 －

特別損失合計 842 77

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△1,397 200

法人税、住民税及び事業税 26 86

法人税等調整額 244 △44

法人税等合計 271 42

当期純利益又は当期純損失（△） △1,668 157
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,145 5,145

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,145 5,145

利益剰余金   

前期末残高 2,056 205

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,668 157

当期変動額合計 △1,851 157

当期末残高 205 362

自己株式   

前期末残高 △9 △10

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △10 △11

株主資本合計   

前期末残高 7,192 5,339

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,668 157

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,852 157

当期末残高 5,339 5,496
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

土地再評価差額金   

前期末残高 1,809 1,809

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,809 1,809

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,809 1,809

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,809 1,809

純資産合計   

前期末残高 9,002 7,149

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,668 157

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,852 157

当期末残高 7,149 7,306
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△1,397 200

減価償却費 762 642

退職給付引当金の増減額（△は減少） 561 451

前払年金費用の増減額（△は増加） △39 219

賞与引当金の増減額（△は減少） △712 311

受取利息及び受取配当金 △3 △1

支払利息 188 209

売上債権の増減額（△は増加） 2,020 △936

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,036 452

仕入債務の増減額（△は減少） △3,031 1,240

その他 △18 △514

小計 366 2,274

利息及び配当金の受取額 3 1

利息の支払額 △166 △210

法人税等の支払額 △83 △25

営業活動によるキャッシュ・フロー 120 2,040

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △433 △419

無形固定資産の取得による支出 △25 △34

事業譲受による支出 － △448

その他 42 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △417 △895

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 760 △1,100

長期借入れによる収入 7,000 －

長期借入金の返済による支出 △4,470 △2,197

配当金の支払額 △183 △1

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,105 △3,299

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,808 △2,154

現金及び現金同等物の期首残高 1,781 4,590

現金及び現金同等物の期末残高 4,590 2,435
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５．継続企業の前提に関する注記 
 

該当事項はありません。 

 

 

６．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

（１）連結の範囲に関する事項 

 山梨アビオニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社、日本アビオニクス販売株式会社及び

ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式会社の子会社４社すべてが連結の範囲に含められておりま

す。 

 

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は３月３１日であり、連結決算日と一致しております。 

 

（３）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

       ア．有価証券 

          その他有価証券 

               時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法 

       イ．たな卸資産 

           製品､ 原材料及び貯蔵品  ……… 主として総平均法による原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

           仕掛品及び未着原材料  ………… 個別法による原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       有形固定資産（リース資産を除く）  ……… 主として定率法 

       無形固定資産（リース資産を除く）  ……… 定額法 

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内

利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

リース資産  ………………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とし 

て算定する方法を採用しております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

       ア．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して計上しております。 

イ．賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

       ウ．工事損失引当金 

請負工事に係る将来の損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。 
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       エ．製品保証引当金 

製品販売後の無償修理費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎とした見積額を

計上しております。 

       オ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務から年金資産並びに会

計基準変更時差異未処理額、未認識過去勤務債務、未認識数理計算上の差異を加減

した額を計上しております。確定給付企業年金制度及び適格退職年金制度については

年金資産の額が企業年金制度に係る退職給付債務に当該企業年金制度に係る会計基

準変更時差異未処理額、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減し

た額を超えているため、前払年金費用（当連結会計年度末１，３０１百万円）として連結貸

借対照表に計上しております。また、会計基準変更時差異（８，５１６百万円）については、

厚生年金基金の代行部分の返上に伴う処理を除き、平成１２年４月１日から１５年による

按分額を費用処理しております。過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務

期間で按分した額を費用処理しております。数理計算上の差異はその発生時の従業員

の平均残存勤務期間で按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第１９号 平成２０年７月３１日）を適用しております。 

なお、これによる連結財務諸表に与える影響はありません。 

④ 重要な収益及び費用の計上基準 

   完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

       当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

……………………………… 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価 

比例法） 

       その他の工事 ……………………………… 工事完成基準 

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、すべての工事について工事完成

基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第１５号 平

成１９年１２月２７日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第１８号 平成１９年１２月２７日）を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着

手した工事契約から当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は１，２９４百万円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期

純利益は、それぞれ１８８百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

ア．ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップについて特例処理の条件を充た

している場合は特例処理を採用しております。 
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イ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ……  金利スワップ 

  ヘッジ対象 ……  借入金の支払利息 

ウ．ヘッジ方針 

   デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、金利の変動によるリスクの低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

エ．ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条件が同一であるため、高い有効性を有しておりま

す。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しており

ます。 

⑥ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 …… 税抜方式 
 

（４）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 

（５）のれんの償却に関する事項 

     ５年間の均等償却方法を採用しております。 
 

（６）連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 
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７．連結財務諸表に関する注記事項 
 

（１）連結貸借対照表関係 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．たな卸資産 

    製      品          ６３３百万円 

    仕  掛  品        ４，５３５ 

    原材料及び貯蔵品     ２，３９２ 

    未 着 原 材 料         １３２    
                                                                        

計            ７，６９４ 

 

２．                       

 

 

 

 

３．担保に供している資産 

    建物及び構築物        ３７７百万円 

    機械装置及び運搬具      ７１ 

    工具器具備品           １０ 

    土      地        ３，２８９    
                                                                        

計            ３，７４９ 

  （注） 上記物件は、短期借入金１，４５１百万円

の担保に供している。 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

１３，４４４百万円 

 

５． 「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）に基づき､平成１４年３月

３１日に下記方法により事業用土地の再評価を

行っております。連結貸借対照表記載の土地の

価額は当該再評価額に基づいております。なお、

取得価額と再評価額との差額については、当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し､これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平

成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条

１．たな卸資産 

    製      品          ６３２百万円 

    仕  掛  品        ４，４１１ 

    原材料及び貯蔵品     ２，２８７ 

    未 着 原 材 料          ４６    
                                                                        

計            ７，３７８ 

 

２． 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産は、これに対応する工事損失引当金３７百万円

（すべて仕掛品に係る工事損失引当金）を相殺表

示しております。 

 

３．担保に供している資産 

    建物及び構築物        ３４５百万円 

    機械装置及び運搬具      ４９ 

    工具器具備品            ８ 

    土      地        ３，２８９    
                                                                        

計            ３，６９１ 

  （注） 上記物件は、短期借入金１，０８２百万円

の担保に供している。 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

１３，８０５百万円 

 

５． 「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月

３１日公布法律第３４号）に基づき､平成１４年３月

３１日に下記方法により事業用土地の再評価を

行っております。連結貸借対照表記載の土地の

価額は当該再評価額に基づいております。なお、

取得価額と再評価額との差額については、当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し､これを控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平

成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条
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第４号に定める地価税法第１６条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定め 

て公表した方法により算定した価額に合理

的な調整を行って算定しております。 

当連結会計年度末において上記方法に

より再評価した価額は、連結貸借対照表記

載の土地の価額を４５０百万円下回っており

ます。 

 

６．偶発債務 

  保証債務 

    従業員の住宅取得資金の借入金に 

対する保証            ３０百万円 

 

７．財務上の特約 

借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当

連結会計年度末残高３，３８０百万円）及びコミ

ットメントライン契約（契約総額１，７７５百万円、

当連結会計年度末借入未実行残高１，７７５百

万円）には、契約期間中において純資産額、営

業利益等を一定の水準に維持する等の財務上

の特約が定められております。 

 

第４号に定める地価税法第１６条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額を算定するために国税庁長官が定め 

て公表した方法により算定した価額に合理

的な調整を行って算定しております。 

当連結会計年度末において上記方法に

より再評価した価額は、連結貸借対照表記

載の土地の価額を４８１百万円下回っており

ます。 

 

６．偶発債務 

  保証債務 

    従業員の住宅取得資金の借入金に 

対する保証            ２０百万円 

 

７．財務上の特約 

借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当

連結会計年度末残高２，７６０百万円）及びコミ

ットメントライン契約（契約総額２，０００百万円、

当連結会計年度末借入未実行残高２，０００百

万円）には、契約期間中において純資産額、営

業利益等を一定の水準に維持する等の財務上

の特約が定められております。 

 

 

（２）連結損益計算書関係 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．事業構造改善費用は、一部事業の整理に伴う

たな卸資産評価損及び固定資産除却損並びに

一部事業用固定資産についての減損損失であ

ります。 

 

１．事務所移転費用は、一部事業所の移転に伴う

固定資産の減損損失及び賃借不動産の現状回

復費用等であります。 
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（３）連結株主資本等変動計算書関係 
 

① 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    前連結会計年度 

株式の種類 
前 連 結 会 計 年 度

末株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株）

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末

株式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 28,300 － －  28,300 

第１種優先株式 800 － －  800 

合   計 29,100 － －  29,100 

自己株式  

普通株式 30 4 －  34 

第１種優先株式 － － －  － 

合   計 30 4 －  34 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

    当連結会計年度 

株式の種類 
前 連 結 会 計 年 度

末株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株）

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末

株式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 28,300 － －  28,300 

第１種優先株式 800 － －  800 

合   計 29,100 － －  29,100 

自己株式  

普通株式 34 4 －  39 

第１種優先株式 － － －  － 

合   計 34 4 －  39 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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② 配当に関する事項 

    前連結会計年度 

       ア．配当金支払額 

決  議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1 株当たり 

配当額（円） 基準日 効力発生日 

普通株式 169 6   
平成２０年３月 

３１日 

平成２０年６月 

３０日 

第１種優先 

株式 
13 17.082

平成２０年３月 

３１日 

平成２０年６月 

３０日 

平成２０年 

６月２７日 

定時株主総会 

合 計 183 －  － － 

 

 

    当連結会計年度 

該当事項はありません。 

 

 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書関係 
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

   前連結会計年度 

 

        「現金及び預金」              4,590 百万円 

                                                        

        現金及び現金同等物期末残高     4,590 

  

   当連結会計年度 

 

        「現金及び預金」              2,435 百万円 

                                                        

        現金及び現金同等物期末残高     2,435 
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（５）セグメント情報 
 

 ① 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グループが製造販売する各種製品は、

すべて電子応用機器であり事業区分が単一セグメントのため、該当事項はありません。 
 

② 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グループは海外拠点を有しておりません

ので、該当事項はありません。 
 

③ 海 外 売 上 高 

前連結会計年度 

 アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,213  1,191   4,404  

Ⅱ 連結売上高（百万円）  28,392  

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.3  4.2   15.5  

      

（注） １．国又は地域は、地理的な近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳 

         アジア地域  ・・・・・ 中国、台湾、韓国 

         その他の地域 ・・・  アメリカ、ロシア 

    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 

当連結会計年度 

 アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,783  848   3,632  

Ⅱ 連結売上高（百万円）  26,556  

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.5  3.2   13.7  

      

（注） １．国又は地域は、地理的な近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳 

         アジア地域  ・・・・・ 中国、台湾、韓国 

         その他の地域 ・・・  アメリカ 

    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

    ４．会計方針の変更 

「６．連結財 務諸表 作成 のための基本 となる重要な事項」に記 載 のとおり、当 連結会計 

年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第１５号 平成１９年１２月２７日） 

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１８号 平成  

１９年１２月２７日）を適用しております。 

なお、これによる海外売上高への影響はありません。 
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（６） 関 連 当 事 者 と の 取 引

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 　　① 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

　　　　前連結会計年度

議決権等の
被所有割合

百万円 ％ 百万円 百万円

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、通信

機器、ｿﾌﾄｳｴｱ 直接

337,939 等の製造及び 50.23 当社の一部製品の販売 情報ｼｽﾃﾑ製品 7,564 売 掛 金 1,910

販売並びに関連 間接 等の販売

ｻｰﾋﾞｽの提供を －

含むＩＴ・ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業

（注）　取引条件ないしは取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上、決定しております。

　　　　当連結会計年度

議決権等の
被所有割合

百万円 ％ 百万円 百万円

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、通信

機器、ｿﾌﾄｳｴｱ 直接

397,199 等の製造及び 50.23 当社の一部製品の販売 情報ｼｽﾃﾑ製品 5,962 売 掛 金 1,992

販売並びに関連 間接 等の販売

ｻｰﾋﾞｽの提供を －

含むＩＴ・ﾈｯﾄﾜｰｸ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業

（注）　取引条件ないしは取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上、決定しております。

科  目 期末残高関連当事者との関係

期末残高取引の内容 取引金額 科  目

取引の内容

親会社 日本電気(株)

東京都
港　 区

関連当事者との関係事業の内容種　類 会社等の名称 所在地 資本金

取引金額種　類

親会社 日本電気(株)

東京都
港　 区

事業の内容会社等の名称 所在地 資本金
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（７）デリバティブ取引関係 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用 

されている取引であります。 

（８）１株当たり情報 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 224 円 65 銭 230 円 24 銭 

１株当たり当期純利益 △59 円 03 銭 5 円 59 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

潜在株式は存在する

ものの、１株当たり当期

純損失であるため記載

しておりません。 

4 円 67 銭 

 

    （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

純資産の部の合計額 （百万円） 7,149 7,306 

純資産の部の合計額から控除する金額 （百万円） 800 800 

（うち第 1 種優先株式払込額） （800） （800）

（うち優先配当額） （－） （－）

普通株式に係る期末の純資産額 （百万円） 6,349 6,506 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の 

普通株式の数 （千株） 
28,265 28,260 

 

    （注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益 

当期純利益 （百万円） △1,668 157 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 

（うち優先配当額） （－） （－）

普通株式に係る当期純利益 （百万円） △1,668 157 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 28,267 28,263 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

当期純利益調整額 （百万円） － － 

（うち優先配当額） （－） （－）

普通株式増加数 （千株） － 5,517 

（うち第１種優先株式） （－） （5,517）
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８．製品区分別受注高及び受注残高

（単位  百万円 ： 未満切捨）

15,372 9,284 16,038 12,240
( 70 ） ( 21 ） ( 87 ） ( 10 ）

8,082 677 8,097 942
( 1,687 ） ( 184 ） ( 2,153 ） ( 220 ）

5,737 1,457 5,761 1,578
( 1,483 ） ( 128 ） ( 1,617 ） ( 330 ）

29,191 11,420 29,897 14,760
( 3,241 ） ( 335 ） ( 3,858 ） ( 561 ）

 （注） （　　）　内数字は輸出額であり、内数であります。

９．製 品 区 分 別 売 上 高

（単位  百万円 ： 未満切捨）

％ ％ ％

12,654 44.6 13,082 49.3 3.4
( 51 ） ( 0.2 ） ( 99 ） ( 0.4 ） ( 92.8 ）

9,581 33.7 7,833 29.5 △ 18.2
( 2,722 ） ( 9.6 ） ( 2,117 ） ( 8.0 ） ( △ 22.2 ）

6,156 21.7 5,640 21.2 △ 8.4
( 1,630 ） ( 5.7 ） ( 1,415 ） ( 5.3 ） ( △ 13.2 ）

28,392   100 26,556   100 △ 6.5
( 4,404 ） ( 15.5 ） ( 3,632 ） ( 13.7 ） ( △ 17.5 ）

 （注） （　　）　内数字は輸出額であり、内数であります。

受注残高

前　　　　期

自  平成２０年４月  １日

至  平成２１年３月３１日

合        計    

至  平成２２年３月３１日

赤外線・計測機器製品

電 子 機 器 製 品

情報システム製品

構 成 比売 上 高 構 成 比

情報システム製品

当　　　　期

自  平成２１年４月  １日

至  平成２２年３月３１日
受注残高受 注 高

前　　　　期

自  平成２０年４月  １日

至  平成２１年３月３１日
受 注 高

当　　　　期

赤外線・計測機器製品

売 上 高

増減率

　　　　　　　　期　　別

　製  品  区  分

　　　　　　　　期　　別

　製  品  区  分

自  平成２１年４月  １日

電 子 機 器 製 品

合        計    
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１０．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,496 2,302

受取手形 287 170

売掛金 5,366 6,472

たな卸資産 5,097 4,268

前渡金 44 247

前払費用 44 52

繰延税金資産 335 437

関係会社短期貸付金 5,374 5,170

未収入金 318 1,109

その他 3 3

貸倒引当金 △4 △1

流動資産合計 21,364 20,232

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 612 559

機械装置及び運搬具（純額） 303 223

工具、器具及び備品（純額） 290 310

土地 3,342 3,342

建設仮勘定 24 48

有形固定資産合計 4,573 4,485

無形固定資産   

ソフトウエア 73 67

その他 6 191

無形固定資産合計 80 258

投資その他の資産   

投資有価証券 13 13

関係会社株式 1,789 1,705

前払年金費用 1,521 1,296

繰延税金資産 283 166

その他 174 134

貸倒引当金 △29 △17

投資その他の資産合計 3,750 3,297

固定資産合計 8,405 8,041

資産合計 29,769 28,274
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 242 470

買掛金 2,590 4,159

短期借入金 6,547 4,922

未払金 344 295

未払費用 133 122

未払法人税等 30 37

前受金 1,178 590

賞与引当金 168 341

製品保証引当金 222 165

その他 221 134

流動負債合計 11,678 11,239

固定負債   

長期借入金 6,708 5,036

再評価に係る繰延税金負債 1,321 1,321

退職給付引当金 2,799 3,161

その他 1 3

固定負債合計 10,830 9,522

負債合計 22,508 20,761

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,145 5,145

利益剰余金   

利益準備金 77 77

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 238 490

利益剰余金合計 316 568

自己株式 △10 △11

株主資本合計 5,450 5,702

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 1,809 1,809

評価・換算差額等合計 1,809 1,809

純資産合計 7,260 7,512

負債純資産合計 29,769 28,274
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 21,923 20,724

売上原価 17,980 16,538

売上総利益 3,943 4,185

販売費及び一般管理費 4,040 3,761

営業利益又は営業損失（△） △96 424

営業外収益   

受取利息及び配当金 253 95

助成金収入 － 49

その他 57 22

営業外収益合計 310 167

営業外費用   

支払利息 190 218

その他 66 36

営業外費用合計 256 254

経常利益又は経常損失（△） △43 336

特別利益   

受取和解金 － 62

特別利益合計 － 62

特別損失   

たな卸資産評価損 245 －

固定資産除却損 2 3

関係会社株式評価損 － 84

事務所移転費用 － 25

事業構造改善費用 561 －

特別損失合計 809 112

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △852 286

法人税、住民税及び事業税 19 19

法人税等調整額 219 15

法人税等合計 238 34

当期純利益又は当期純損失（△） △1,090 252
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,145 5,145

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,145 5,145

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 59 77

当期変動額   

利益準備金の積立 18 －

当期変動額合計 18 －

当期末残高 77 77

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,530 238

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

利益準備金の積立 △18 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,090 252

当期変動額合計 △1,292 252

当期末残高 238 490

利益剰余金合計   

前期末残高 1,590 316

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

利益準備金の積立 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,090 252

当期変動額合計 △1,274 252

当期末残高 316 568

自己株式   

前期末残高 △9 △10

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △10 △11

株主資本合計   

前期末残高 6,726 5,450

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,090 252

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,275 251

当期末残高 5,450 5,702
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

土地再評価差額金   

前期末残高 1,809 1,809

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,809 1,809

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,809 1,809

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,809 1,809

純資産合計   

前期末残高 8,535 7,260

当期変動額   

剰余金の配当 △183 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,090 252

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,275 251

当期末残高 7,260 7,512
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（４）継続企業の前提に関する注記 
 

該当事項はありません。 

 

 

１１．その他 
 

（１）役員の異動 
 

役員の異動につきましては、本日開示の｢代表取締役および役員の異動に関するお知らせ｣をご

参照ください。 
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